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附則

	（危機管理）
第５条　市は、災害等の不測の事態に迅速かつ的確に対処し、市民の生命、財産及び暮らしの安全を確保するため、市民、関係機関及び他の自治体等との協力及び連携により総合的かつ機動的な活動が図られるよう危機管理体制の確立に努めなければならない。

２　市民は、自ら災害等に備えるとともに、災害等の発生時においては、相互に協力し、災害等の対応に努めるものとする。
【解説】


　近年、国内で発生するおそれのある災害等の不測の事態は、地震や風水害などの自然災害、原子力災害、大規模事故災害など多岐に及んでいます。また、ライフライン（電気・通信・上下水道等）の途絶など、従来型の防災対策だけでは不十分な状況となってきています。そのような状況を踏まえ、市としての危機管理体制の考え方について定めています。
≪第１項≫
市は、いつ起きるとも分からない不測の事態に迅速かつ的確に対処し、市民の生命、財産及び暮らしの安全を確保しなければなりません。そして、市民、関係機関及び他の自治体等との協力及び連携により、さまざまな事象を想定し総合的に、また
、いざという時に機動的に対処できるよう的確な情報提供を含め、危機管理体制の確立に努める必要があることを定めています。
≪第２項≫
市民の自助努力について定めています。市民は、「自らの安全は自らの手で守る」という認識に立ち、日頃から災害等に対して予防措置を講じるとともに、災害等の発生時においては、近隣への声かけや組織的な応急復旧活動への参加と協力など、災害等の対応に努める必要があることを定めています。
	（危機管理）
第５条　市は、災害等の不測の事態に迅速かつ的確に対処し、市民の生命、財産及び暮らしの安全を確保するため、市民、関係機関及び他の自治体等との協力及び連携により総合的かつ機動的な活動が図られるよう危機管理体制の確立に努めなければならない。

２　市民は、自ら災害等に備えるとともに、災害等の発生時においては、相互に協力し、災害等の対応に努めるものとする。
【解説】


　近年、国内で発生するおそれのある災害等の不測の事態は、地震や風水害などの自然災害、原子力災害、大規模事故災害など多岐に及んでいます。また、ライフライン（電気・通信・上下水道等）の途絶など、従来型の防災対策だけでは不十分な状況となってきています。そのような状況を踏まえ、市としての危機管理体制の考え方について定めています。
≪第１項≫
市は、いつ起きるとも分からない不測の事態に迅速かつ的確に対処し、市民の生命、財産及び暮らしの安全を確保しなければなりません。そして、市民、関係機関（＊）及び他の自治体等との協力及び連携により、さまざまな事象を想定し総合的に、また、いざという時に機動的に対処できるよう的確な情報提供を含め、危機管理体制の確立に努める必要があることを定めています。
≪第２項≫
市民の自助努力について定めています。市民は、「自らの安全は自らの手で守る」という認識に立ち、日頃から災害等に対して予防措置を講じるとともに、災害等の発生時においては、近隣への声かけや組織的な応急復旧活動への参加と協力など、災害等の対応に努める必要があることを定めています。
*関係機関とは、丹波篠山市地域防災計画に記載されている関係機関（ライフライン事業者や運輸事業者、医療機関、福祉事業者等）のことを指します。

	（子どもがまちづくりに参画する権利）
第13条　満１８歳未満の青少年及び子どもは、それぞれの年齢に応じて、まちづくりに参画する権利を有する。
【解説】
　社会の一員であるとともに、次世代の担い手である「子ども」を大切にするという丹波篠山市の姿勢を示しています。
　まちづくりの主体となる市民は大人を想像しがちですが、第20条第6号で「丹波篠.山の次の世代を担う子どもたちの健全育成の推進」をまちづくりの基本と定めており、「子どもがまちづくりに参画する権利」とは、子どもは、次世代を担う者として、学校での教育ばかりではなく、家庭や地域全体から愛育されるとともに、市は、子どもが健やかに育つ環境をつくる責務があることから一項目定めました。
　「子どもの権利条約」第12条において、意見を表す権利として、「子どもは、自分に関係のあることについて自由に自分の意見を表す権利をもち、その意見は、子どもの発達に応じて、十分考慮されなければならない」とされており、子どもも、まちづくりに参加する権利を有しています。しかし、年齢によっては成人と同等の判断力を求めることができない場合もあることから、まちづくりに参画する権利は、その年齢に応じたものになります。
　このことから、子どももまちづくりに関わる市民の一員であることを明確にし、それぞれの年齢に応じ、「まちづくりに参画する権利」を保障するものです。

　なお、「子ども」の定義については、各法令等により、その対象年齢は異なっていますが、本条例では、選挙年齢や民法の成年年齢（*）に準じ、満１８歳未満としています。
＊「児童の権利に関する条約」通称「こどもの権利条約」
　　１９８９年(平成元年)に国連総会で採択され、日本では１９９４年(平成６年)４月に批准されました。
　　この条約は、子どもにとって一番いいことは何かを考えなければいけないと謳っているとともに、子どもの権利を守るように次の4つのことを定めています。
　　(1)　生きる権利（妨げる病気などで、命を失わないこと。病気やけがをしたら治療を受けられることなど）
　　(2)　育つ権利（教育を受け、休んだり遊んだりできること。考えや信じることの自由が守られ、自分らしく育つことができることなど。)

　　(3)　守られる権利（あらゆる種類の虐待や搾取などから守られること。障害のある子どもや少数民族の子どもなどは、特別に守られることなど。)

　　(4)　参加する権利（自由に意見を表したり、集まってグループを作ったり、自由な活動を行ったりできることなど。)
*平成３０年６月１３日　民法の年齢を２０歳から１８歳に引き下げること等を内容とする「民法の一部を改正する法律」が成立。（令和４年（2022年）４月１日施行）
	　（子どもがまちづくりに参画する権利）
第13条　満１８歳未満の青少年及び子どもは、それぞれの年齢に応じて、まちづくりに参画する権利を有する。

【解説】
　社会の一員であるとともに、次世代の担い手である「子ども」を大切にするという丹波篠山市の姿勢を示しています。
　まちづくりの主体となる市民は大人を想像しがちですが、第20条第6号で「丹波篠山の次の世代を担う子どもたちの健全育成の推進」をまちづくりの基本と定めており、「子どもがまちづくりに参画する権利」とは、子どもは、次世代を担う者として、学校での教育ばかりではなく、家庭や地域全体から愛育されるとともに、市は、子どもが健やかに育つ環境をつくる責務があることから一項目定めました。
　「子どもの権利条約」第12条において、意見を表す権利として、「子どもは、自分に関係のあることについて自由に自分の意見を表す権利をもち、その意見は、子どもの発達に応じて、十分考慮されなければならない」とされており、子どもも、まちづくりに参加する権利を有しています。しかし、年齢によっては成人と同等の判断力を求めることができない場合もあることから、まちづくりに参画する権利は、その年齢に応じたものになります。
　このことから、子どももまちづくりに関わる市民の一員であることを明確にし、それぞれの年齢に応じ、「まちづくりに参画する権利」を保障するものです。

　なお、「子ども」の定義については、各法令等により、その対象年齢は異なっており、本条例では、選挙年齢や民法の成年年齢（*）に準じ、満１８歳未満としていますが、一般的には幼い年齢層を指す場合に多く使われます。
　「青少年」については、法令によっては満１８歳を超えた年齢を指す場合がありますが、本条例では満18歳未満を指しています。
　本条例では、１８歳未満の幅広い年齢層の子どもがまちづくりに参画する権利について定めるため、満１８歳未満の青少年及び子どもとしています。
＊「児童の権利に関する条約」通称「こどもの権利条約」
　　１９８９年(平成元年)に国連総会で採択され、日本では１９９４年(平成６年)４月に批准されました。
　　この条約は、子どもにとって一番いいことは何かを考えなければいけないと謳っているとともに、子どもの権利を守るように次の4つのことを定めています。
　　(1)　生きる権利（妨げる病気などで、命を失わないこと。病気やけがをしたら治療を受けられることなど）
　　(2)　育つ権利（教育を受け、休んだり遊んだりできること。考えや信じることの自由が守られ、自分らしく育つことができることなど。)

　　(3)　守られる権利（あらゆる種類の虐待や搾取などから守られること。障害のある子どもや少数民族の子どもなどは、特別に守られることなど。)

　　(4)　参加する権利（自由に意見を表したり、集まってグループを作ったり、自由な活動を行ったりできることなど。)
*平成３０年６月１３日　民法の年齢を２０歳から１８歳に引き下げること等を内容とする「民法の一部を改正する法律」が成立。（令和４年（2022年）４月１日施行）

	（事業者の権利及び責務）
第14条　事業者とは、市内で事業活動を行うものをいう。
２　事業者は、まちづくりの主体として、まちづくりに参画する権利を有する。
３　事業者は、地域社会の信頼と理解を得るとともに、環境を保全し、安全で安心なまちづくりの推進に努めるものとする。
【解説】
　事業者も市民であることから、市民の定義に含めました。しかしながら、市内で事業活動を行う事業者は、地域社会を構成する一員として、市民としての権利を有するほかに、法令遵守の徹底、環境への配慮、地域社会への貢献等の社会的責任を果たしながら、まちづくりに努めることを定めたものです。
≪第1項≫
　市内で事業活動を営むものの考え方は、一般の企業にとどまらず、自治体や非営利活動団体なども、事業者としての立場で行動する場合には適用されます。

≪第２項≫
　市内で事業活動を行う事業者も、市民の一員であることから「市民の権利」として「まちづくりに参画する権利」が保障されます。
≪第3項≫
　地域社会を構成する一員として、まちづくりにおける役割を示すもので、環境への配慮等は、当然市民も責務として負うものですが、ここであらためて規定しているのは、事業活動が環境に与える影響等を考慮して、自然環境や生活環境に配慮し、安全で安心なまちづくりに努めるというものです。
	（事業者の権利及び責務）
第14条　事業者とは、市内で事業活動を行うものをいう。
２　事業者は、まちづくりの主体として、まちづくりに参画する権利を有する。
３　事業者は、地域社会の信頼と理解を得るとともに、環境を保全し、安全で安心なまちづくりの推進に努めるものとする。
【解説】
　事業者も市民であることから、市民の定義に含めました。しかしながら、市内で事業活動を行う事業者は、地域社会を構成する一員として、市民としての権利を有するほかに、法令遵守の徹底、環境への配慮、地域社会への貢献等の社会的責任を果たしながら、まちづくりに努めることを定めたものです。
≪第1項≫
　市内で事業活動を行うものの考え方は、営利活動を行う一般の企業にとどまらず、自治体や非営利活動団体なども、事業者としての立場で行動する場合には適用されます。
≪第２項≫
　市内で事業活動を行う事業者も、市民の一員であることから「市民の権利」として「まちづくりに参画する権利」が保障されます。
≪第3項≫
　地域社会を構成する一員として、まちづくりにおける役割を示すもので、環境への配慮等は、当然市民も責務として負うものですが、ここであらためて規定しているのは、事業活動が環境に与える影響等を考慮して、自然環境や生活環境に配慮し、安全で安心なまちづくりに努めるというものです。

	（コミュニティの意義と支援）
第21条　コミュニティとは、市民が互いに助け合い、心豊かに暮らすことを目的として、自主的に結ばれた組織等をいう。
２　市民は、まちづくりを多様に支えるコミュニティの役割を認識し、尊重するものとする．
３　市は、コミュニティの役割を認識し、必要に応じて支援するものとする。

４　コミュニティを生かしたまちづくりの推進は、次に掲げるとおりとする。

　(1)　市民は、自らが主体となってコミュニティ活動に参加し、まちづくりの推進に努めるものとする。

　(2)　個人での取り組みが困難なときは、近隣住民及び自治組織やボランティア組織等が取り組むよう努めるものとする。

　(3)　市民だけでの取り組みが困難なときは、市が、市民と共に取り組むものとする。
　【解説】
　地方自治は、住民自治と団体自治で構成されますが、本市の自治の基礎はコミュニティと考え、その意義や育成、支援について定めています。
　コミュニティを厳密に定義するのは難しいですが、本条例では地域性と共同体感情を基盤とするつながり、あるいはこうしたつながりを持つ組織・団体を意味しています。
　コミュニティ活動は、市民の自主性と主体性に基づくものですが、地域の特色が生かされたまちづくりを実現し、活性化を図るためその仕組みづくりが必要であるとともに、市民は、コミュニティ活動へ参加・協力に努める必要があることを示すものです。
　また、コミュニティ活動をさらに充実・発展させるためには、市民・地域・市の連携が重要で、活動の支援には、補助金、助成金といった財政的な支援だけでなく、知識、情報、人材、学習機会の提供なども含まれます。
　≪第１項≫
本市の主な地域コミュニティ組織としては、住んでいる地域を単位とした最も身近なつながりの強い住民組織である自治会と、一定の広がりを持つ地区において、将来像を共有し、住みよい地区の実現に向けて主体的に取り組むまちづくり協議会など地縁的なつながりを持つ地域型コミュニティがあります。
また、福祉や環境など共通の目的から形成されたボランティアグループ、ＮＰＯ（非営利活動団体）などのテーマ型コミュニティもあります。
これらのコミュニティ組織はまちづくりを担う不可欠な組織だと位置付けをしています。
≪第2項≫

　コミュニティ活動は、住民自治の基礎を築くことでもあると考えられ、市民は、コミュニティへの理解を深めるとともに尊重し、安心して暮らすことのできる地域社会を実現するため、各人が可能な範囲で協力し、参加するよう努める必要があります。
≪第3項≫
　コミュニティの形成は地域にとって大切なことで、行政だけでは解決できない地域の多様な課題を、市民同士の自主的、主体的な活動や市との協働を通じ解決することが、まちづくりの推進につながります。
　市は、そうしたコミュニティ活動の役割、自主性を尊重し、住民自治を損なうことのないよう、必要に応じて支援を行うというものです。
≪第4項≫

　第１号で、まちづくりの活動は、コミュニティの主体である市民（個人）が自ら取り組み（自助）、第２号において、個人的に取り組みがたいことについては近隣住民が取り組み（互助）、次に自治会・まちづくり協議会など団体が取り組み（共助）、それでもなお取り組みがたいことについては、第３号の、市が市民とともに取り組む（公助）という順序を定めた補完性の原則について示しています。

	（コミュニティの意義と支援）
第21条　コミュニティとは、市民が互いに助け合い、心豊かに暮らすことを目的として、自主的に結ばれた組織等をいう。
２　市民は、まちづくりを多様に支えるコミュニティの役割を認識し、尊重するものとする．
３　市は、コミュニティの役割を認識し、必要に応じて支援するものとする。

４　コミュニティを生かしたまちづくりの推進は、次に掲げるとおりとする。

　(1)　市民は、自らが主体となってコミュニティ活動に参加し、まちづくりの推進に努めるものとする。

　(2)　個人での取り組みが困難なときは、近隣住民及び自治組織やボランティア組織等が取り組むよう努めるものとする。

　(3)　市民だけでの取り組みが困難なときは、市が、市民と共に取り組むものとする。
【解説】
　地方自治は、住民自治と団体自治で構成されますが、本市の自治の基礎はコミュニティと考え、その意義や育成、支援について定めています。
　コミュニティを厳密に定義するのは難しいですが、本条例では地域性と共同体感情を基盤とするつながり、あるいはこうしたつながりを持つ組織・団体を意味しています。
　コミュニティ活動は、市民の自主性と主体性に基づくものですが、地域の特色が生かされたまちづくりを実現し、活性化を図るためその仕組みづくりが必要であるとともに、市民は、コミュニティ活動へ参加・協力に努める必要があることを示すものです。
　また、コミュニティ活動をさらに充実・発展させるためには、市民・地域・市の連携が重要で、活動の支援には、補助金、助成金といった財政的な支援だけでなく、知識、情報、人材、学習機会の提供なども含まれます。
　≪第１項≫
本市の主な地域コミュニティ組織としては、住んでいる地域を単位とした最も身近なつながりの強い住民組織である自治会と、一定の広がりを持つ地区において、将来像を共有し、住みよい地区の実現に向けて主体的に取り組むまちづくり協議会など地縁的なつながりを持つ地域型コミュニティがあります。
また、福祉や環境など共通の目的から形成されたボランティアグループ、ＮＰＯ（非営利活動団体）などのテーマ型コミュニティもあります。さらに、人口減少等の影響により、今後ますますコミュニティ活動の維持は難しくなっていくことから、地域内だけでなく地域外の人々とも交流し地域活動に取り組むコミュニティのあり方も期待されます。これらのコミュニティ組織はまちづくりを担う不可欠な組織だと位置付けをしています。
≪第2項≫

　コミュニティ活動は、住民自治の基礎を築くことでもあると考えられ、市民は、コミュニティへの理解を深めるとともに尊重し、安心して暮らすことのできる地域社会を実現するため、自然災害や疫病の流行などによる生活様式の変化により、社会情勢など市民を取り巻く環境が変化したとしても、各人が可能な範囲で協力し、参加するよう努める必要があります。
≪第3項≫
　コミュニティの形成は地域にとって大切なことで、行政だけでは解決できない地域の多様な課題を、市民同士の自主的、主体的な活動や市との協働を通じ解決することが、まちづくりの推進につながります。
　市は、そうしたコミュニティ活動の役割、自主性を尊重し、住民自治を損なうことのないよう、必要に応じて支援を行うというものです。
≪第4項≫

　第１号で、まちづくりの活動は、コミュニティの主体である市民（個人）が自ら取り組み（自助）、第２号において、個人的に取り組みがたいことについては近隣住民が取り組み（互助）、次に自治会・まちづくり協議会など団体が取り組み（共助）、それでもなお取り組みがたいことについては、第３号の、市が市民とともに取り組む（公助）という順序を定めた補完性の原則について示しています。

	（交流及び連携）
第22条　市民及び市は、市外の人々との連携を図り、まちづくりを推進するものとする。
２　市民及び市は、国際交流を促進し、国際的な視野に立ったまちづくりに努めるものとする。
３　市は、共通する課題の解決を図るため、関係する地方公共団体等との連携及び協力に努めるものとする。
【解説】
　広域的な課題に対処するため、まちづくりに市外の人々の意見を取り入れるとともに、他の自治体や県・国と連携しながら、共通課題の解決を図る規定です。また、国際交流の促進についても定めています。
≪第１項≫
　他の自治体や大学、ＮＰＯ等の関係機関と連携し、まちづくりのさまざまな分野で共通に抱えている課題については、互いに自主性を尊重しながら、総合的な視点に立ち解決に向けて取り組もうとするものです。
≪第2項≫
　国際連携は、国際交流から始まるという認識のもと、お互いの歴史、文化等の違いを理解し合い、国際感覚豊かなまちづくりを推進するため、国際社会との交流及び連携に努めます。
≪第3項≫
　市民生活の活動範囲は日常的に市域を越えて広がっており、広域にまたがる課題については、近隣の自治体だけでなく、その状況に応じて連携を図り、協力し合いながら解決に当たるよう努めます。
	（交流及び連携）
第22条　市民及び市は、市外の人々との連携を図り、まちづくりを推進するものとする。
２　市民及び市は、国際交流を促進し、国際的な視野に立ったまちづくりに努めるものとする。
３　市は、共通する課題の解決を図るため、関係する地方公共団体等との連携及び協力に努めるものとする。
【解説】
まちづくりに市外の人々の意見を取り入れるとともに、他の自治体や県・国と連携し、広域的な共通課題の解決を図るための規定です。また、国際的な視野に立って、お互いに理解し、尊重しながら、国際交流（＊）を促進することについても定めています。
≪第１項≫
　他の自治体や大学、ＮＰＯ等の関係機関と連携し、まちづくりのさまざまな分野で共通に抱えている課題については、互いに自主性を尊重しながら、総合的な視点に立ち解決に向けて取り組もうとするものです。
≪第2項≫
　国際感覚豊かなまちづくりを推進するため、国際交流を通じてお互いの歴史、文化等の違いを理解し合うことに努めます。
≪第3項≫
　市民生活の活動範囲は日常的に市域を越えて広がっており、広域にまたがる課題については、近隣の自治体だけでなく、その状況に応じて連携を図り、協力し合いながら解決に当たるよう努めます。
*国際交流とは、自治体や地域同士の交流だけでなく、市民同士が普段の生活においてお互いに理解し合うことも指します。


